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脱炭素社会を推進する資材の開発と関連するサービスを提供します。特に、低炭素コンクリー

ト、CO2吸収建設資材及び CO2分離利用技術の開発と事業化を推進します。 

② 再生可能エネルギー事業 

再生可能エネルギーの導入促進、地域のエネルギー自給率の向上、災害時の供給などを目的と

し、エネルギー関連のサービスを提供します。特に、インフラに関連した再生可能エネルギーの

導入を推進します。 

③ インフラソリューション事業 

インフラのライフサイクルを通したトータルソリューションを提供します。特に、インフラの

長寿命化対策、循環型社会に対応した資源再利用及びスマートインフラによる情報活用を推進し

ます。 

 

４．合弁会社の概要 

①商号    コンフロンティア株式会社 

 

 

 

②本店所在地 東京都港区新橋五丁目３３番１１号 

③役員    代表取締役社長 田中 敏嗣（日本ヒューム 執行役員技術本部長） 

取締役    竹田 功（ＮＪＳ 執行役員東京総合事務所長） 

監査役    児島 健一（日本ヒューム 経理部課長） 

④資本金及び出資割合   10,000,000 円（日本ヒューム 50％、ＮＪＳ50％） 

⑤設立日    2022 年２月 15 日 

⑥事業開始日 2022 年３月１日 

 

５．今後の見通し 

本件が 2022 年３月期の連結業績見通しに与える影響は軽微であります。 
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